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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第13期
第１四半期
累計(会計)期間

第12期

           会計期間 　

自平成20年
４月１日
至平成20年
６月30日

自平成19年
４月１日
至平成20年
３月31日

売上高 （千円） 100 262,718

経常損失 （千円） 223,452 491,607

四半期（当期）純損失 （千円） 223,057 494,032

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － －

資本金 （千円） 2,630,093 2,630,093

発行済株式総数 （株） 122,963 122,963

純資産額 （千円） 1,684,721 1,907,779

総資産額 （千円） 1,818,943 2,044,217

１株当たり純資産額 （円） 13,700.64 15,514.65

１株当たり四半期（当期）純損失

金額
（円） 1,814.02 5,464.79

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － －

１株当たり配当額 （円） － －

自己資本比率 （％） 92.6 93.3

営業活動による

キャッシュ・フロー

（千円）

　
△265,428 △588,172

投資活動による

キャッシュ・フロー

（千円）

　
△1,000 △18,605

財務活動による

キャッシュ・フロー

（千円）

　
－ 643,080

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 1,488,199 1,754,627

従業員数 （名） 31 35

　（注）１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりませんので連結会計年度に係る主要な会計指標等の推移につい

ては記載しておりません。また、持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記

載しておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり当期純利益につき、第12期及び第13期第1四半期会計期間は四半期（当期）純損失

を計上しているため、記載しておりません。

４　第12期は、Debiopharm S.A.からの契約一時金収入及び日本化薬株式会社からのマイルストン収入等により
262,718千円の売上高を計上しましたが、ナノプラチンfi（NC-6004）の臨床開発を積極的に推進し、研究開発
費329,863千円を計上したこと等により、491,607千円の経常損失を計上しました。　　

５　第13期第1四半期会計期間は国立大学法人東京大学からの原材料販売収入により、100千円の売上を計上しま

したが、ナノプラチンfi（NC-6004）の臨床開発を積極的に推進し、研究開発費138,665千円を計上したこと等

により、223,452千円の経常損失を計上しました。
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２【事業の内容】

　当第１四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

　

３【関係会社の状況】

　該当事項はありません。

　

４【従業員の状況】

提出会社の状況

　 平成20年６月30日現在

従業員数（名） 31（8）

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマーを含む）は、当第１四半期会計期間の平均人員を

（　）外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当社は研究開発を主体としており、生産実績を定義することが困難であるため、生産実績の記載はしておりませ

ん。

(2）受注実績

　当社は受注生産を行っておりませんので、受注実績の記載はしておりません。

(3）販売実績

　当第１四半期会計期間における販売実績を示すと、次のとおりであります。

販売高（千円）

100

　（注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

２．当第１四半期会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先

当第１四半期会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

販売高（千円） 割合（％）

国立大学法人東京大学 100 100.0

　（注）国立大学法人東京大学に対する販売高は研究用原材料の販売による収入であります。

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期会計期間において、新たに締結した重要な契約は次のとおりであります。

　　　独占ライセンス契約

契約会社名
（契約締結日）

契約期間 主な契約内容

株式会社東京大学TLO

（平成20年４月１日）

平成20年４月１日から、

本契約の対象特許及び

「静電結合型高分子ミセ

ル薬物担体とその薬剤」

の両方が効力を失う日ま

で。

①  株式会社東京大学TLOは、株式会社東京大学TLOが実施許

諾権を有する「核酸用ミセル」に関して、日本国及び当社

が希望する国における再実施許諾権付きの独占実施権を

当社に、内包物を限定し許諾する。

②  当社が、専用実施権の登録が認められる許諾国について専

用実施権の登録を求め、株式会社東京大学TLOと合意した

場合、専用実施権の登録を行うことができる。

③  当社は、契約一時金として１百万円並びに、本件特許を実

施した場合の対価として、当社が実施した場合は当社の正

味販売額に１％の料率を乗じた実施料を、当社が再実施許

諾をした場合は、再実施権者の正味販売額に１％を乗じた

実施料を株式会社東京大学TLOに支払う。但し、当社又は

再実施権者が最初に販売した日から36ヶ月間は、1.2％を乗

じた実施料を支払うものとする。

 ④　株式会社東京大学TLO及び当社が合意した場合、契約の全部

又は一部を解約又は変更することができる。又、当社が実施

権を不要と判断し、契約の終了を希望する日の２ヶ月前ま

でに当該終了を文書で通知した場合は、解約することがで

きる。
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３【財政状態及び経営成績の分析】

（1）業績の状況　

　当第１四半期会計期間におけるわが国経済は、昨年来続いている原油価格の高騰や米国サブプライム問題の影響に

より、企業収益が減少し設備投資を抑制する等、景気の先行き不透明感が増大しております。

　このような環境のなかで当社は、自社開発パイプライン拡充の為、研究活動及び臨床開発のスピードアップに取り

組んでまいりました。また、早期黒字化達成に向け、組織改革を行い、開発企画部、臨床開発部、事業開発部を統括する

担当役員ＣＢＯ（チーフ・ビジネス・ディベロップメント・オフィサー）を新たに設置し、部門間の連携強化と業

務の迅速化を図りました。

　既存プロジェクトの日本化薬株式会社に導出しているがん治療薬パクリタキセルミセル（NK105）につきまして

は、臨床第二相試験が進捗しております。自社開発のナノプラチンfi（NC-6004）は、英国における臨床第一相試験の

投与が終了し、次の試験の準備を行っております。また、昨年10月に、スイスのDebiopharmS.A.にライセンスアウトし

たダハプラチン誘導体ミセル（NC-4016）は、治験薬製造等を行い、臨床第一相試験開始に向けた準備が進んでおり

ます。加えて、本年４月には、株式会社東京大学TLO と核酸用ミセルに関する独占ライセンス契約を締結いたしまし

た。

　以上の結果、当第１四半期会計期間の売上高は国立大学法人東京大学への原材料販売収入により100千円、営業損失

は自社開発プロジェクトであるナノプラチンfi（NC-6004）の臨床開発を積極的に推進し、研究開発費を計上したこ

と等により224,633千円、経常損失は223,452千円、四半期純損失は223,057千円となりました。

　財政状態につきましては、当第１四半期会計期間末における資産は、前事業年度末に比べ225,274千円減少し、

1,818,943千円となりました。これは主に現金及び預金の減少によるものです。負債については、前事業年度末に比べ

2,217千円減少し、134,221千円となりました。これは主に未払法人税等の減少によるものです。純資産合計について

は、前事業年度末に比べ223,058千円減少し、1,684,721千円となりました。これは主に、四半期純損失の計上による利益

剰余金の減少によるものです。

　

（2）キャッシュ・フローの状況

  当第１四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前事業年度末に比べ266,428千

円減少し、1,488,199千円となりました。当第１四半期会計期間のキャッシュ・フローの概況は以下の通りです。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは、研究開発の推進に伴う研究開発費の支出等による税引前四半期純損失

222,452千円、たな卸資産の増加額70,647千円等の資金減少要因が、前払費用の減少額35,483千円等の資金増加要因を

上回り、265,428千円の減少となりました。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは、知的財産権のライセンス契約に伴う無形固定資産の取得による支出1,000

千円を計上したことにより、1,000千円の減少となりました。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第１四半期会計期間においては、財務活動は行っておりません。

　

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　　　　当第１四半期会計期間において新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題はありません。

　

　　（4）研究開発活動

　　　　当第１四半期会計期間における研究開発費の総額は138,665千円であり、売上高比率の138,665.0％を占めております。

　なお、当第１四半期会計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあり

ません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 491,852

計 491,852

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現在
発行数（株）
（平成20年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年８月14日）

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 122,963 122,963
東京証券取引所

（マザーズ）
（注）

計 122,963 122,963 － －

　（注）　完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。

（２）【新株予約権等の状況】

①　旧商法等改正整備法第19条第２項の規定により新株予約権付社債とみなされる新株引受権付社債

銘柄
（発行年月日）

第１四半期会計期間末現在
（平成20年６月30日）

新株引受権の残高
（千円）

発行価格（円） 資本組入額（円）

第３回無担保新株引受権付社債

（平成14年２月４日発行）
50 41,018 20,509

②　旧商法第280条ノ19及び新事業創出促進法第11条の５第２項の規定に基づく新株引受権

（平成14年１月17日臨時株主総会決議）

　
第１四半期会計期間末現在
（平成20年６月30日）

新株予約権の数（個） －

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 4,460

新株予約権の行使時の払込金額（円） 50,000

新株予約権の行使期間
平成16年２月１日から

平成23年11月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　　　50,000

資本組入額　　　　　25,000

新株予約権の行使の条件
被付与者が取締役、監査役、従業員又は認定支援者の地位を

失った場合は原則として権利行使不能

新株予約権の譲渡に関する事項 権利の譲渡及び担保権の設定の禁止

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１．上記のほか、細目については臨時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と対象取締役、監査役、従業員

又は認定支援者との間で締結する「新株引受権割当契約書」に定めております。

２．発行価格は、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により調整されます。

調整後発行価格＝調整前発行価格×
１

分割・併合の比率
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③　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権

（平成15年１月21日取締役会決議）

　
第１四半期会計期間末現在
（平成20年６月30日）

新株予約権の数（個） 19

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 190

新株予約権の行使時の払込金額（円） 50,000

新株予約権の行使期間
平成16年10月26日から

平成24年10月25日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　　　50,000

資本組入額　　　　　25,000

新株予約権の行使の条件
被付与者が取締役、監査役、従業員又は社外協力者の地位を

失った場合は原則として権利行使不能

新株予約権の譲渡に関する事項 権利の譲渡及び担保権の設定の禁止

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１．上記のほか、細目については取締役会決議に基づき、当社と対象取締役、監査役、従業員又は社外協力者との間

で締結する「新株予約権割当契約書」に定めております。

２．発行価格は、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により調整されます。

調整後発行価格＝調整前発行価格×
１

分割・併合の比率

（平成15年８月１日取締役会決議）

　
第１四半期会計期間末現在
（平成20年６月30日）

新株予約権の数（個） 27

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 270

新株予約権の行使時の払込金額（円） 50,000

新株予約権の行使期間
平成16年10月26日から

平成24年10月25日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　　　50,000

資本組入額　　　　　25,000

新株予約権の行使の条件
被付与者が取締役、監査役、従業員又は社外協力者の地位を

失った場合は原則として権利行使不能

新株予約権の譲渡に関する事項 権利の譲渡及び担保権の設定の禁止

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１．上記のほか、細目については取締役会決議に基づき、当社と対象取締役、監査役、従業員又は社外協力者との間

で締結する「新株予約権割当契約書」に定めております。

２．発行価格は、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により調整されます。

調整後発行価格＝調整前発行価格×
１

分割・併合の比率

（平成15年10月６日取締役会決議）
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第１四半期会計期間末現在
（平成20年６月30日）

新株予約権の数（個） 10

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 100

新株予約権の行使時の払込金額（円） 50,000

新株予約権の行使期間
平成16年10月26日から

平成24年10月25日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　　　50,000

資本組入額　　　　　25,000

新株予約権の行使の条件
被付与者が取締役、監査役、従業員又は社外協力者の地位を

失った場合は原則として権利行使不能

新株予約権の譲渡に関する事項 権利の譲渡及び担保権の設定の禁止

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１．上記のほか、細目については取締役会決議に基づき、当社と対象取締役、監査役、従業員又は社外協力者との間

で締結する「新株予約権割当契約書」に定めております。

２．発行価格は、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により調整されます。

調整後発行価格＝調整前発行価格×
１

分割・併合の比率

（平成16年２月12日取締役会決議）

　
第１四半期会計期間末現在
（平成20年６月30日）

新株予約権の数（個） 30

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 300

新株予約権の行使時の払込金額（円） 47,015.4

新株予約権の行使期間
平成18年１月15日から

平成26年１月14日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　　47,015.4

資本組入額　　　　23,507.7

新株予約権の行使の条件
被付与者が取締役、監査役、従業員又は社外協力者の地位を

失った場合は原則として権利行使不能

新株予約権の譲渡に関する事項 権利の譲渡及び担保権の設定の禁止

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１．上記のほか、細目については取締役会決議に基づき、当社と対象取締役、監査役、従業員又は社外協力者との間

で締結する「新株予約権割当契約書」に定めております。

２．発行価格は、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により調整されます。

調整後発行価格＝調整前発行価格×
１

分割・併合の比率

（平成16年５月28日取締役会決議）

　
第１四半期会計期間末現在
（平成20年６月30日）

新株予約権の数（個） 134
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第１四半期会計期間末現在
（平成20年６月30日）

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,340

新株予約権の行使時の払込金額（円） 47,015.4

新株予約権の行使期間
平成18年１月15日から

平成26年１月14日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　　47,015.4

資本組入額　　　　23,507.7

新株予約権の行使の条件
被付与者が取締役、監査役、従業員又は社外協力者の地位を

失った場合は原則として権利行使不能

新株予約権の譲渡に関する事項 権利の譲渡及び担保権の設定の禁止

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１．上記のほか、細目については取締役会決議に基づき、当社と対象取締役、監査役、従業員又は社外協力者との間

で締結する「新株予約権割当契約書」に定めております。

２．発行価格は、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により調整されます。

調整後発行価格＝調整前発行価格×
１

分割・併合の比率

（平成16年７月26日取締役会決議）

　
第１四半期会計期間末現在
（平成20年６月30日）

新株予約権の数（個） 725

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 7,250

新株予約権の行使時の払込金額（円） 47,015.4

新株予約権の行使期間
平成18年１月15日から

平成26年１月14日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　　47,015.4

資本組入額　　　　23,507.7

新株予約権の行使の条件
被付与者が取締役、監査役、従業員又は社外協力者の地位を

失った場合は原則として権利行使不能

新株予約権の譲渡に関する事項 権利の譲渡及び担保権の設定の禁止

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１．上記のほか、細目については取締役会決議に基づき、当社と対象取締役、監査役、従業員又は社外協力者との間

で締結する「新株予約権割当契約書」に定めております。

２．発行価格は、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により調整されます。

調整後発行価格＝調整前発行価格×
１

分割・併合の比率

（平成16年12月13日取締役会決議）

　
第１四半期会計期間末現在
（平成20年６月30日）

新株予約権の数（個） 110

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －
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第１四半期会計期間末現在
（平成20年６月30日）

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,100

新株予約権の行使時の払込金額（円） 47,015.4

新株予約権の行使期間
平成18年１月15日から

平成26年１月14日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　　47,015.4

資本組入額　　　　23,507.7

新株予約権の行使の条件
被付与者が取締役、監査役、従業員又は社外協力者の地位を

失った場合は原則として権利行使不能

新株予約権の譲渡に関する事項 権利の譲渡及び担保権の設定の禁止

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１．上記のほか、細目については取締役会決議に基づき、当社と対象取締役、監査役、従業員又は社外協力者との間

で締結する「新株予約権割当契約書」に定めております。

２．発行価格は、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により調整されます。

調整後発行価格＝調整前発行価格×
１

分割・併合の比率

（平成17年７月19日取締役会決議）

　
第１四半期会計期間末現在
（平成20年６月30日）

新株予約権の数（個） 105

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,050

新株予約権の行使時の払込金額（円） 47,015.4

新株予約権の行使期間
平成19年６月28日から

平成27年６月27日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　　47,015.4

資本組入額　　　　23,507.7

新株予約権の行使の条件
被付与者が取締役、監査役、従業員又は社外協力者の地位を

失った場合は原則として権利行使不能

新株予約権の譲渡に関する事項 権利の譲渡及び担保権の設定の禁止

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１．上記のほか、細目については取締役会決議に基づき、当社と対象取締役、監査役、従業員又は社外協力者との間

で締結する「新株予約権割当契約書」に定めております。

２．発行価格は、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により調整されます。

調整後発行価格＝調整前発行価格×
１

分割・併合の比率

（平成17年９月20日取締役会決議）

　
第１四半期会計期間末現在
（平成20年６月30日）

新株予約権の数（個） 50

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式
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第１四半期会計期間末現在
（平成20年６月30日）

新株予約権の目的となる株式の数（株） 500

新株予約権の行使時の払込金額（円） 47,015.4

新株予約権の行使期間
平成19年６月28日から

平成27年６月27日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　　47,015.4

資本組入額　　　　23,507.7

新株予約権の行使の条件
被付与者が取締役、監査役、従業員又は社外協力者の地位を

失った場合は原則として権利行使不能

新株予約権の譲渡に関する事項 権利の譲渡及び担保権の設定の禁止

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１．上記のほか、細目については取締役会決議に基づき、当社と対象取締役、監査役、従業員又は社外協力者との間

で締結する「新株予約権割当契約書」に定めております。

２．発行価格は、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により調整されます。

調整後発行価格＝調整前発行価格×
１

分割・併合の比率

（平成17年10月17日取締役会決議）

　
第１四半期会計期間末現在
（平成20年６月30日）

新株予約権の数（個） 55

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 550

新株予約権の行使時の払込金額（円） 47,015.4

新株予約権の行使期間
平成19年６月28日から

平成27年６月27日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　　47,015.4

資本組入額　　　　23,507.7

新株予約権の行使の条件
被付与者が取締役、監査役、従業員又は社外協力者の地位を

失った場合は原則として権利行使不能

新株予約権の譲渡に関する事項 権利の譲渡及び担保権の設定の禁止

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１．上記のほか、細目については取締役会決議に基づき、当社と対象取締役、監査役、従業員又は社外協力者との間

で締結する「新株予約権割当契約書」に定めております。

２．発行価格は、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により調整されます。

調整後発行価格＝調整前発行価格×
１

分割・併合の比率

（平成18年２月20日取締役会決議）

　
第１四半期会計期間末現在
（平成20年６月30日）

新株予約権の数（個） 5

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 50
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第１四半期会計期間末現在
（平成20年６月30日）

新株予約権の行使時の払込金額（円） 77,700.8

新株予約権の行使期間
平成19年６月28日から

平成27年６月27日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　 　　 　77,700.8

資本組入額　　　　38,850.4

新株予約権の行使の条件
被付与者が取締役、監査役、従業員又は社外協力者の地位を

失った場合は原則として権利行使不能

新株予約権の譲渡に関する事項 権利の譲渡及び担保権の設定の禁止

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１．上記のほか、細目については取締役会決議に基づき、当社と対象取締役、監査役、従業員又は社外協力者との間

で締結する「新株予約権割当契約書」に定めております。

２．発行価格は、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により調整されます。

調整後発行価格＝調整前発行価格×
１

分割・併合の比率

（平成18年２月20日取締役会決議）

　
第１四半期会計期間末現在
（平成20年６月30日）

新株予約権の数（個） 30

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 300

新株予約権の行使時の払込金額（円） 77,700.8

新株予約権の行使期間
平成20年２月１日から

平成28年１月31日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　 　　 77,700.8

資本組入額　　　　38,850.4

新株予約権の行使の条件
被付与者が取締役、監査役、従業員又は社外協力者の地位を

失った場合は原則として権利行使不能

新株予約権の譲渡に関する事項 権利の譲渡及び担保権の設定の禁止

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１．上記のほか、細目については取締役会決議に基づき、当社と対象取締役、監査役、従業員又は社外協力者との間

で締結する「新株予約権割当契約書」に定めております。

２．発行価格は、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により調整されます。

調整後発行価格＝調整前発行価格×
１

分割・併合の比率

（平成18年６月19日取締役会決議）

　
第１四半期会計期間末現在
（平成20年６月30日）

新株予約権の数（個） 25

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 250

新株予約権の行使時の払込金額（円） 77,700.8
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第１四半期会計期間末現在
（平成20年６月30日）

新株予約権の行使期間
平成20年２月１日から

平成28年１月31日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　 　 77,700.8

資本組入額　　　　38,850.4

新株予約権の行使の条件
被付与者が取締役、監査役、従業員又は社外協力者の地位を

失った場合は原則として権利行使不能

新株予約権の譲渡に関する事項 権利の譲渡及び担保権の設定の禁止

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１．上記のほか、細目については取締役会決議に基づき、当社と対象取締役、監査役、従業員又は社外協力者との間

で締結する「新株予約権割当契約書」に定めております。

２．発行価格は、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により調整されます。

調整後発行価格＝調整前発行価格×
１

分割・併合の比率

（平成19年１月19日取締役会決議）

　
第１四半期会計期間末現在
（平成20年６月30日）

新株予約権の数（個） 8

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 80

新株予約権の行使時の払込金額（円） 77,700.8

新株予約権の行使期間
平成20年２月１日から

平成28年１月31日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　 　 77,700.8

資本組入額　　　　38,850.4

新株予約権の行使の条件
被付与者が取締役、監査役、従業員又は社外協力者の地位を

失った場合は原則として権利行使不能

新株予約権の譲渡に関する事項 権利の譲渡及び担保権の設定の禁止

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１．上記のほか、細目については取締役会決議に基づき、当社と対象取締役、監査役、従業員又は社外協力者との間

で締結する「新株予約権割当契約書」に定めております。

２．発行価格は、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により調整されます。

調整後発行価格＝調整前発行価格×
１

分割・併合の比率

④　会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づく新株予約権

（平成19年５月14日取締役会決議）

　
第１四半期会計期間末現在
（平成20年６月30日）

新株予約権の数（個） 250

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 250

新株予約権の行使時の払込金額（円） 48,176
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第１四半期会計期間末現在
（平成20年６月30日）

新株予約権の行使期間
平成21年３月10日から

平成29年３月９日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　　　48,176

資本組入額　　　　　24,088

新株予約権の行使の条件
被付与者が監査役、従業員又は社外協力者の地位を失った

場合は原則として権利行使不能

新株予約権の譲渡に関する事項 権利の譲渡及び担保権の設定の禁止

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１．上記のほか、細目については取締役会決議に基づき、当社と対象監査役、従業員又は社外協力者との間で締結

する「新株予約権割当契約書」に定めております。

２．発行価格は、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により調整されます。

調整後発行価格＝調整前発行価格×
１

分割・併合の比率

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

　平成20年４月１日～

　 平成20年６月30日
－ 122,963 － 2,630,093 － 2,611,305

（５）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成20年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

①【発行済株式】

　 平成20年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 122,963 122,963 （注）

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 122,963 － －

総株主の議決権 － 122,963 －

　（注）　権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。

②【自己株式等】

　 平成20年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
４月

５月 ６月

最高（円） 24,700 24,000 29,620

最低（円） 17,910 20,300 20,200

　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズ市場におけるものであります。

　

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20

年６月30日まで）に係る四半期財務諸表について、あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期会計期間末
（平成20年６月30日）

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

（平成20年３月31日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,035,415 1,302,327

売掛金 － 313

有価証券 452,783 452,300

原材料 28,730 59,570

仕掛品 163,085 61,597

その他 52,080 78,891

流動資産合計 1,732,096 1,955,000

固定資産

有形固定資産 ※
 30,683

※
 32,289

無形固定資産 44,068 45,015

投資その他の資産 12,095 11,911

固定資産合計 86,846 89,217

資産合計 1,818,943 2,044,217

負債の部

流動負債

買掛金 4,130 3,861

未払法人税等 3,281 8,430

その他 126,809 124,146

流動負債合計 134,221 136,438

負債合計 134,221 136,438

純資産の部

株主資本

資本金 2,630,093 2,630,093

資本剰余金 2,611,305 2,611,305

利益剰余金 △3,556,727 △3,333,669

新株予約権 50 50

純資産合計 1,684,721 1,907,779

負債純資産合計 1,818,943 2,044,217
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（２）【四半期損益計算書】
【第１四半期累計期間】

（単位：千円）

当第１四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

売上高 100

売上原価 337

売上総損失（△） △237

販売費及び一般管理費 ※
 224,395

営業損失（△） △224,633

営業外収益

受取利息 2,211

その他 48

営業外収益合計 2,259

営業外費用

為替差損 1,078

営業外費用合計 1,078

経常損失（△） △223,452

特別利益

固定資産売却益 1,000

特別利益合計 1,000

税引前四半期純損失（△） △222,452

法人税、住民税及び事業税 605

法人税等合計 605

四半期純損失（△） △223,057
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第１四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純損失（△） △222,452

減価償却費 3,870

受取利息及び受取配当金 △2,211

売上債権の増減額（△は増加） 313

たな卸資産の増減額（△は増加） △70,647

未収消費税等の増減額（△は増加） △5,926

前払費用の増減額（△は増加） 35,483

買掛金の増減額（△は減少） 268

未払金の増減額（△は減少） 18,317

未払費用の増減額（△は減少） △4,635

預り金の増減額（△は減少） △11,518

その他 △6,081

小計 △265,219

利息及び配当金の受取額 2,211

法人税等の支払額 △2,420

営業活動によるキャッシュ・フロー △265,428

投資活動によるキャッシュ・フロー

無形固定資産の取得による支出 △1,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,000

財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー －

現金及び現金同等物に係る換算差額 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △266,428

現金及び現金同等物の期首残高 1,754,627

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,488,199
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第１四半期会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

会計処理基準に関する事項の

変更

　（たな卸資産の評価基準及び評価方法の

変更）  

　たな卸資産については、従来、個別法によ

る原価法によっておりましたが、当第１四

半期会計期間より、「棚卸資産の評価に関

する会計基準」（企業会計基準９号　平成

18年７月５日）が適用されたことに伴い、

個別法による原価法（貸借対照表価額につ

いては収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法）により算定しております。  

 これにより、営業損失、経常損失及び税引

前四半期純損失は、それぞれ21,974千円増加

しております。 

【簡便な会計処理】

　
当第１四半期会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

たな卸資産の評価方法 　当第１四半期会計期間末のたな卸高の算

出に関しては、実地たな卸を省略し、前事業

年度末の実地たな卸高を基礎として合理的

な方法により算定する方法によっておりま

す。

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　　当第１四半期会計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

　　　該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第１四半期会計期間末
（平成20年６月30日）

前事業年度末
（平成20年３月31日）

※　有形固定資産の減価償却累計額は、268,857千円でありま

す。なお、減価償却累計額には、減損損失累計額163,043

千円が含まれております。 

※　有形固定資産の減価償却累計額は、267,250千円であり

ます。なお、減価償却累計額には、減損損失累計額

163,043千円が含まれております。

（四半期損益計算書関係）

当第１四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。　　　　

　　　　給与手当・報酬 　　　　 36,902千円

　　　　研究開発費 　　　　　　138,665千円

　　　　顧問料 　　　　　　　　 10,735千円　

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係は次のとお

りであります。

　（平成20年６月30日現在）

現金及び預金 1,035,415千円

有価証券（ＭＭＦ）勘定 452,783千円

現金及び現金同等物 1,488,199千円
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（株主資本等関係）

当第１四半期会計（累計）期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　

株式の種類 当第１四半期会計期間末

　普通株式（株） 122,963

　

２．自己株式の種類及び株式数

　該当事項はありません。

　

３．新株予約権等に関する事項

新株予約権の名称 目的となる株式の種類
　目的となる株式の数

（株）

当第１四半期
会計期間末残高
（千円）

第３回新株引受権 普通株式 200 50

合計 － 200 50

　

４．配当に関する事項

　該当事項はありません。

　

（リース取引関係）

　前事業年度末に比べて著しい変動はありません。

　

（有価証券関係）

　前事業年度末に比べて著しい変動はありません。

　

（デリバティブ取引関係）

　当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。
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（ストック・オプション等関係）

当第１四半期会計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

　　　　１．ストック・オプションに係る費用計上額及び科目名

　該当事項はありません。

２．付与したストック・オプションの内容

　　　　　　該当事項はありません。
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（持分法損益等）

当第１四半期会計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

　　　　関連会社がないため、該当事項はありません。

　

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期会計期間末
（平成20年６月30日）

前事業年度末
（平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 13,700.64円 １株当たり純資産額 15,514.65円

２．１株当たり四半期純利益金額等

当第１四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額 1,814.02円

　 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの四半期純損失を計上して

いるため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
当第１四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額  

四半期純損失（千円） 223,057

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る四半期純損失（千円） 223,057

期中平均株式数（株） 122,963

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前事業年度末から重要な変動があったものの概

要

　　　　　 　　　　　－

（重要な後発事象）

当第１四半期会計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

　　　　該当事項はありません。
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年８月14日

ナノキャリア株式会社

取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 市川　一郎　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 大野　秀則　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているナノキャリア株式会

社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第13期事業年度の第１四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20

年６月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー

計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、ナノキャリア株式会社の平成20年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期財務諸表の範囲には、ＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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